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ネット広告界に潜む落とし穴

―下山さんは、デジタル広告やマーケティングの領域で、さ
まざまなキャリアをお持ちです。まずそのきっかけから、教えて
いただけますか。
下山　学生時代から「自分でビジネスがやりたい」と、考えてい
たんですね。元々自動車が好きだったので、高校在学中の2001
年から、BMWのチューニングカー専門のショップの経営に携
わってきました。取り扱っていた車は高額で、富裕層には人気
があったのですが、顧客が限られています。そこで、全国に幅広
く訴求するため、広告を打つことにしました。当時は、カーマニ
ア向けの媒体といえば、自動車雑誌が主流。ところが、有力な
雑誌は、小さなスペースに1回広告出稿するだけでも、数百万
円単位のコストがかかる。スタートアップ企業にとっては手痛
い出費でした。
　何かアイデアはないかと考え、目をつけたのが、まだ発展途
上だったインターネットです。ネットを使って情報を発信すれ
ば、コストが劇的に下がる。さらにはターゲットにしていた富裕
層は、実はITリテラシーが高い方々が多く、当時からネットを
使いこなしており、リーチしやすかったのです。ネットを活用し
た広告戦略が当たって、北は北海道から南は沖縄まで、販路を
広げることができました。

　そのときの経験から、輸入車ビジネスよりもネット広告の可
能性のほうに、興味を抱くようになったのです。商売柄、富裕層
とのお付き合いも多くなっていて、ある企業経営者に、美容系
クチコミサイトとして当時としては先駆け的な存在だったITベ
ンチャーを紹介されました。事業内容に引かれ、2006年に入
社したのが、この業界に関わった始まりです。以降、上場してい
る大手ネット広告の会社の取締役を経て、ストロボを創業しま
した。

―前職のネット広告会社から独立して、なぜ新事業を始めよ
うと思ったのですか。
下山　大手ネット広告代理店の経営に参画していたからこそ、
日本のネット広告の問題点が、よく見えるようになっていまし
た。社の内部にいるよりも外に出て、自分で事業を起こしたほ
うが、クライアントのソリューションにつながるだろうと考えた
わけです。もちろん、資金力や人材、信用といったさまざまなリ
ソースに恵まれ、仕事はしやすかったのですが、実はそこに落
とし穴があることに気づきました。
　というのも、大手はどうしても大口広告主の仕事を優先して
しまいます。ここでいう“大口”とは企業規模ではなく、お預か
りする広告予算の大きさを指します。経営効率や利益率を考
えれば、当然のことでしょう。上場企業であれば、ステークホル
ダーから収益性を厳しくチェックされるので、なおさらです。実

デジタルでマーケティングをカスタマイズする

DXの必要性が叫ばれながらも、真に有効活用するためには、クリアすべき課題が少なくない。
特に事業スタイルが多様化する中では、総合的な知見と経験値に基づく柔軟な発想が求められるだろう。

主に大企業を対象にワンストップでマーケティングをサポートする会社に、
DX 時代に求められる企業戦略について話を伺った。

下山 哲平 （株）ストロボ代表取締役社長

text: Masaki Nozawa  photograph: Kazuki Nishiyama

カスタマイズがサービスを変える

Interview #04



 アド・スタディーズ    |  Vol.79  2022|  35

は、そうした理由から、大手の広告会社が戦略的に向き合う大
口広告主は、日本の企業のほんの一部だけ。大半の大企業が
クライアントになっていなかった。つまりネット広告の世界では

「大企業=大口広告主」とは限らないのです。
　大口広告主は、例えばネット通販やオンラインゲーム、求人
情報といった、ネットがビジネスモデルの核となる業種に偏っ
ていました。逆にいえば、自動車や電機、食品などのメーカー、
小売業である百貨店やスーパーマーケットといった、従来型の
ビジネスモデルの大企業は、巨額の広告費を投じているので
すが、当時はTVや雑誌、新聞といった既存の媒体への広告出
稿がメイン。ネット広告の予算は、広告費全体のほんの一部に
すぎませんでした。
　そういうわけで既存の大企業は、“大口広告主”になりにく
かったのです。

―とはいえ、最近では既存の大企業といえども、ネット広告
へのニーズは、高まっているのではないでしょうか。
下山　そのとおりです。しかし、既存の大企業の場合、ネット広
告は、当時では“新規のトライアル”という位置づけになりま
す。広告予算も限られているし、もしうまくいかなければ、打ち
切りもあり得るでしょう。とりわけ大手広告会社は、安定した
収益性が求められるので、既存の大企業のネット広告は、リス
クが大きく、意外ですが事業として力を入れにくいんですね。
　一方で、既存の大企業の多くも、本当は「ネット事業を成功さ
せ、拡大したい。そうしなければ、先がない」という危機感を抱
いています。ところが、デジタル関連のノウハウやスキルは、意
外に乏しい。したがって、自前でネット事業を育成するのは難
しいのです。

―なるほど、それがネット広告界の意外な落とし穴というこ
とですね。
下山　はい、「広告」ではなく、ネット「事業」の新規立ち上げ自
体をヘルプしてほしいと思っていても、実は、頼りになるビジネ
スパートナーがなかなか見つかりません。既存の大企業は、DX

（デジタルトランスフォーメーション）の需要が高まっているの
に、その受け皿がないという、ギャップが生じているわけです。
　そこで当社は「日本の大企業のDX推進」という、経営目標を
掲げました。大げさでなく、年商1,000億円規模、社員1,000人
単位といった大企業のDXは、日本にとっても喫緊の課題です。
現在の日本経済を牽引しているのは、やはり大手メーカーなど
既存の大企業です。DXが立ち遅れれば、彼らはやがて国際競
争力を失い、それは日本の衰退にも直結します。今はまだ微力
かもしれませんが、当社は、大企業のDXをサポートすることに
よって、そうした流れを何とか食い止めようという思いがあり
ます。

高校在学中の2001年に外国車の販売会社の経営に参画。06年に
ネットメディアを手がけるサイバースター（現アイスタイル）に入社。執行役員
Webコンサルティング事業管掌などを務める。09年にはネット広告代理店の

アイレップに移り、取締役ソリューション統括本部長、同CSO（チーフ・
ソリューションズ・オフィサー）などを歴任。SEOやネットマーケティングの

事業開発などに取り組む。15年、アイレップがネット広告会社のフルスピードと
合弁し設立したシンクスの代表取締役社長に就任。16年にストロボを創業。

Teppei Shimoyama

大企業のDXのサポートに必要なこと

―壮大なミッションに向け、御社は既存の大企業のDXとい
うソリューションを、どのように実現しようとしているのですか。
下山　当社は、「ハンズオン型デジタルマーケティングブティッ
ク」を標榜しています。クライアントのニーズに機動的に対応
した、広告やマーケティング、ECなどに必要なデジタル・メディ
アの開発・運用が主力事業ですね［図表］。
　大企業のDXのニーズはさまざまですが、中でもデジタル・
メディア関連のニーズが大きいと考えています。それは、大企
業に最も不足しているリソースが、デジタル・メディアに関する
ノウハウやスキルだからです。例えば、紙ベースの社内報を発
行している大企業はあっても「デジタルの社内報を制作した経
験はない」というケースが少なくありません。ましてや、自社の
広報や通販用のメディア制作は、Web版どころか、紙ベースで
も未経験という大企業がほとんどです。
　ところがネットの発達によって、今は大手メーカーでも、D2C
という名の下、EC直販事業への参入が迫られています。そうな
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ると、自社のデジタル・メディアが必須なのですが、「何を、どう
すればいいのかわからない」と、担当者も途方に暮れているわ
けなのです。

―本来であれば、既存の広告業界やマスコミ業界が、デジタ
ル・メディアの開発や運用でも、大企業をサポートできればよ
かったわけです。しかしメディア業界もまたDXが立ち遅れて
いるために、対応できなかったのでしょうね。
下山　大手広告会社もマス・メディアも、“既存の大企業”です
から。ある意味では、やむを得ないのではないでしょうか。
　広告業界については、先にご説明したように、ネット専業大
手ですら、当時においては既存の大企業をなかなか開拓でき
ていませんでした。マス・メディアについても、新聞や雑誌であ
れば紙ベース、TV局であれば電波がメインの媒体なので、既
存の読者や視聴者を置いて、一足飛びにデジタルシフトするわ
けにもいかない。そのおかげで、我々は、大きなビジネスチャン
スに恵まれているわけです。

―とはいえ、デジタル・メディアを手がけるITベンチャーは、
かなりあるようですが。
下山　確かに、デジタル・メディア関連のITベンチャーは相当
数あります。しかし、実は、ビジネスパートナーとして既存の大
企業と協業できる会社は、非常に限られてしまうと思っていま
す。なぜなら、上場企業に代表される日本の大企業は、ビジネ
スで求めるノウハウやスキルのレベルが、とても高いからです。
　例えば、上場企業であれば、自社のデジタル・メディア事業
に関しても、IR向けの適時情報開示、厳格なコンプライアンス
などが必要になったりするわけです。とはいえ既存の大企業と
スタートアップのベンチャーでは、ノウハウやスキルにはまだ
雲泥の差があるので、ベンチャーが大企業の高い要求水準を
満たすのは、至難の業です。

　大手広告会社やマス・メディアなら、業務のレベルも高いの
で、既存の大企業にもマッチするのでしょうが、デジタル・メデ
ィアについては残念ながら、対応できる企業が少ないのが現状
ということですね。

―御社は、大企業のニーズを捉えてカスタマイズできるとい
うことでしょうか。
下山　はい、そのためのポイントは2つあります。1つは、既存
の大企業に太いパイプがあって、大企業をよくわかっているこ
と。私自身、前職の関係から、大企業を含めさまざまな人脈を
持っており、それが顧客の新規開拓に役立っています。大企業
との取引では、“信用”がものをいいますから。一般のベンチャ
ーは、大企業とのコネクションが少なく、スタートラインではい
い案件になかなか巡り合えません。
　また、デジタル・メディアの開発・運用というのは、新規事業
なので持続可能性が低く、リスクが高いビジネスです。競合他
社は手を出しづらいのですが、私の場合、上場企業の経営陣だ
った経験もあって、大企業の思考や行動原理に比較的親しん
でいるので、そうしたビジネスでも引き受けることができます。

―大企業の思考や行動原理とは、具体的にはどういうことで
すか。
下山　大企業を動かすのは大変です。セクションが無数に分
かれ、指揮系統も重層構造になっている巨大組織の中で、根回
しをして、コンセンサスを形成していく必要があります。大企業
内でのビジネスの進め方は、一朝一夕にはわからないでしょう。
　さらに大企業は、それぞれビジネススタイル=流儀が異なり
ます。巨大組織であるがゆえに、それをスムーズに動かすため、
自社に最適な流儀を確立しているわけです。ベンチャーが自社
の方法を持ち込もうとしても、簡単には受け入れてはもらえま
せん。つまり、既存の大企業と一緒にビジネスをしたいのなら、
方法の“カスタマイズ”も避けて通れないのです。
　これらに対応するために、我々はメディア単位でプロジェク
トチームを組成し、クライアントの組織内に入り込むインハウ
ス方式にして、二人三脚でデジタル・メディアの開発・運用に当
たるようにしています。当社のスタッフは半分はうちの社内で、
もう半分はクライアントの社内で、仕事をしている感じですね。
ITベンダーが、大企業の社内システムを構築したり、保守した
りするとき、クライアントのオフィスなどを間借りして、スタッフ
を常駐させるのと似ています。当社では、“伴走型のビジネス
モデル”と呼んでいますが、ビッグプロジェクトを担当したとき
には、そのプロジェクト専属体制にして100人規模のスタッフ
を抱えていたときもあります。

―けれども仕事の進め方でクライアントの受けがよかったと
しても、アウトプットの質が高いとは限らないのではないです

ストロボは、事業成果に関するコミットメントを幅広くワンストップで提供

［図表］ ハンズオン型デジタルマーケティング

デジタルマーケティングに関わる全てをワンストップで

カスタマイズがサービスを変える



 アド・スタディーズ    |  Vol.79  2022|  37

ピンとくることがありました。
　広告やマーケティングの仕事をしていると「ネクストスクリ
ーン」、つまり“次に主力となる広告媒体”は何かを、常に考え
ているわけです。現在では、スマホがメインの広告媒体となり
つつありますが、将来、自動運転が普及したあかつきには、「自
動車の車内が、その座を奪う」と確信しています。そこで、2018
年に『自動運転ラボ』を立ち上げたわけです。

―その頃は自動運転について、まだあまり話題に上らなかっ
たのではないでしょうか。
下山　だからこそ、よかったのです。自動運転が知られるよう
になったら、ほかのマス・メディアやITサービス大手が、乗り出
してくるに決まっています。誰も手を付けていない今のうちな
ら、無名のベンチャーでも“自動運転のオピニオン誌”になれ
るチャンスがあると、考えたわけです。
　立ち上げた頃と比べて、最近では自動運転の実用化が進ん
できたので、世間の注目度がかなり上がりました。

―自動車の車内が広告媒体になる、という点について、もう
少し詳しく教えていただけますか。
下山　例えばタクシーに乗ったとき、運転は運転手さんに任せ
て、乗客はスマホを見るなり、居眠りするなり、好きにしていま
すよね。完全自動運転の自動車というのもそれと同じです。運
転手の代わりにAIが車を運転してくれるので、乗っている人
間は、何もしなくて構いません。マイカーを運転手さんに運転
してもらえるのは、現在ではセレブリティだけですが、自動運転
が普及すれば、車のオーナーなら誰でも、お抱えのロボット運
転手がいる状態になるわけです。そうすると車内は、新たなプ
ライベート空間になって、車に乗っている時間も「可処分時間」
になります。それが現代人のライフスタイルを一変させるほど
の、インパクトを与えるはずです。大げさかもしれませんが、“時
間革命”と言ってもいいでしょう。
　世界的に見ると、現役世代の1日の自由時間は4〜5時間ほ

か。
下山　そこが、もう一つのポイントです。仕事のクオリティを保
つためのメソッドがあるわけです。大企業が自社メディアに求
めるレベルを考えると、デジタル・メディアの開発・運用におい
ては、チームビルディングが“肝”になると思います。
　実は、デジタル・メディアは、新しい媒体なので、そっくり転
用できる成功事例がありません。したがって即戦力となる人材
も一見いるように見えて、実はほとんどいません。しかも、既存
の大企業が求める自社メディアのレベルは高いので、さまざま
な既存の業種から有能なスタッフを集め、デジタル・メディア
という新しい媒体の形に適応していくしかないのです。
　例えば、電子媒体の経験がなくても、既存の紙や電波媒体で
活躍していた人材はいます。そうした人材をスカウトして、電
子媒体向けに再教育するわけです。ですので、デジタル・メディ
アを担う人材の採用や研修に関するプログラムは必要です。デ
ジタルマーケティングを標榜しているベンチャー・スタートア
ップ企業の大半は、このような教育スキームやメソッドを持っ
ていないところが多いのではないでしょうか。
　それに、既存の大企業は、いったん懐に入って認めてもらえ
ば、安定的な取引につながることが多い。メディアの場合、コン
テンツを制作した実績があれば、その後の運用もその企業に任
せよう、という話になるじゃないですか。例えば、百貨店のよう
な大手小売業のDXを考えてみてください。デジタルシフトは
時代の流れですから、ECサイトを開設したら、コンテンツをリ
ニューアルしたり、拡充したりすることはあっても、クローズす
ることはまず考えられませんよね。したがって、大企業のデジ
タル・メディアを手がけたら、それをテコにビジネスを広げやす
いというのが、私の見方です。

来るべき自動運転の時代へ向けて

―一方で、大企業のデジタル・メディアだけでなく、さまざま
な自社メディアも開発・運用されていますね。
下山　やはり自社メディアがあれば、広告やマーケティングな
どのメディアミックス事業も、自在に展開できますからね。それ
に、大企業のデジタル・メディアの開発・運営を支援するわけで
すから、コンテンツの制作に関わる高度なノウハウやスキルを
備えておかないと、クライアントのニーズに応えられないとも、
考えています。

―御社のモビリティ領域のニュースメディア『自動運転ラボ』
をつくったきっかけは何でしょうか。
下山　10年ほど前、上場企業の役員だったとき、ある外資系コ
ンサルティングファーム大手と一緒にビジネスをしていました。
当時「自動運転の自動車は、デジタルデバイスとして、スマート
フォンよりもユーザーとの接点が多くなりますよ」と言われて、
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どです。そして例えば、時代の最先端の仕事をしているイメー
ジが強い、米国シリコンバレーのITエンジニアですが、彼らの
多くは、サンフランシスコ郊外の自宅から、片道約1時間半かけ
てマイカーで通勤しています。米国でも、乗用車の自動運転は
まだ実用化されていないので、車内ではラジオや音楽を聴いた
りしているしかありません。つまり、シリコンバレーのITエンジ
ニアも、毎日約3時間もの有効活用できていない時間がある。
これは仕事以外の用途でスマホを見るより長い時間です。
　このように車を日常的に使う人は、貴重な自由時間を移動に
取られてしまっています。もしその時間をクリエイティブな仕
事に充てられたら、生産性は今よりも飛躍的にアップするでし
ょう。日本では首都圏や近畿圏の人は鉄道での通勤・通学が多
く、実感が湧きにくいでしょうが、地方在住の人なら車での移
動が主なので、よくわかるのではないでしょうか。

―自動運転なら、乗車中に自由にTVを視聴したり、ゲーム
をしたりできるようになるので、そうしたメディアも、新たな広
告媒体になるということですか。
下山　おっしゃるとおりです。そのため自動運転ならではの、
新しい広告もいろいろと検討されています。例えば、自動運転
のタクシーやシェアリングカーも増えると予測されていますが、
コストを賄うために、新型の車内広告を導入すると見られてい
ます。その一つが「目的地広告」。自動運転では、最初に行き先
を入力するので、“到着地点周辺にあるお勧めの店舗”といっ
た効果の高い広告を、乗客にピンポイントで訴求できるという
わけです。

―なるほど、面白いですね。自動運転関連では、新しいビジ
ネスのアイデアがいろいろ飛び出してきそうですね。
下山　ある調査会社によると、完全自動運転が実現すれば、世
界の自動運転ビジネスの市場規模は700兆円と予測されてい
ます。これは、いわゆる“デジタルディスラプター”などによっ

て既存のマーケットが奪われるのではなく、今までに存在しな
かった700兆円ものマーケットが“新たに生まれる”という意
味です。経済にとって、まさに画期的なことといえるでしょう。
その中でも、自動車本体のようなハードの市場よりも、自動運
転関連の広告やサービスのようなソフトの市場が圧倒的に大
きいはず。ネットビジネスでも、市場のほとんどを占めているの
がソフトビジネスです。プラットフォーマーになるIT企業はほ
んの一握りですが、ソフトビジネスなら裾野が広いので、あら
ゆる参入企業にチャンスがあります。
　自動運転も同じで、完全自動運転技術を確立できる自動車
メーカーは、世界でも数えられるほどでしょうが、関連サービ
スには、限りないほどの可能性がある。そこで、自動運転ラボ
も、テクニカルなハード面の情報よりも、ソフトビジネスがらみ
の情報の提供に力を注いでいます。

―自動運転には、大きな夢がありますね。すると『自動運転
ラボ』のメディアビジネスとしての期待も、大きいのではないで
すか。
下山　実は短期的には自動運転ラボの収益化そのものは全く
重要視していません。自動運転が実用化されるのは、2030年
以降と見込まれており、自動運転に関連する広告やサービスが
登場するのも、その頃になるからです。当然マネタイズが本格
化するのも中長期で見ていく必要があります。それでも、自動
運転ラボを通じて日本の基幹産業である自動車産業のDXに
も貢献できるわけですから、短期的な収益にとらわれることな
く、自動運転の理解や啓発に取り組むつもりです。おかげさま
で、最近では自動運転に関する引き合いも増えており、自動運
転に絡んだ事業開発のコンサルティングやマーケティング支
援といったマネタイズの道筋も、徐々に見えてきたところです。

―お話を伺っていると、既存の大企業のDXというのは、「ブ
ルーオーシャン」のマーケットなのかもしれませんね。
下山　私自身は、日本経済を牽引してきた、エスタブリッシュメ
ントの大企業には、世界が思っているよりもずっと、底知れな
いパワーが眠っていると信じています。先にも申し上げました
が、既存の大企業はリソースの宝庫。そうしたリソースをフル
活用すれば、自動運転関連サービスのような新しいビジネスで
も、“横綱相撲”を取ることができるはずです。DXはまさに、そ
のための強力な武器になるでしょう。
　当社としても、大企業のDXをサポートすることで、ビジネス
として成長できるし、日本経済の復活にも役立てればいいなと
考えています。新型コロナウイルスの蔓延は、日本経済にとっ
て未曽有の危機をもたらしましたが、デジタルシフトを加速さ
せる好機にもなりました。大企業のDXを推進することで、コロ
ナ禍を福に転じさせるのが、当面の目標ですね。日本唯一の自動運転・MaaS 専門ニュースメディア『自動運転ラボ（LAB.）』。2018年5月

にスタート
https://jidounten-lab.com/

カスタマイズがサービスを変える


